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平成３０年度 国の施策・予算に関する提案・要望 政府予算案（福祉部関係） 
平成 30 年 1 月 31 日 

大 阪 府 

※平成２９年１２月２２日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。 

 

 

要望・提案事項 概算要求状況等 予 算 内 容 等 摘要 

Ⅰ 次世代育成に関する要望 

１．子育て支援施策の充実 

（１）「子ども・子育て支援新制度」に

ついて 

◆概算要求の状況 内閣府 

○教育・保育、地域の子ども・子育て       〔全〕９，１６７億円

支援の充実 （〔全〕９，１６７億円）

 

〔全〕１０，３８８億円 

△ 

◆予算項目以外の状況  

・申請書類の簡素化や統一について、国からひな形は示されたものの、統一は図られていない。 

（２）「認定こども園」について ◆予算項目以外の状況  

・Ｈ29 年 12 月 26 日の閣議決定において、幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定等の事

務について、中核市に移譲されることが決定。 

・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づく情報の提供に関する

法令改正等の要望内容は、実現していない。 

△ 

（３） 待機児童の解消について ◆概算要求の状況 厚生労働省 

○待機児童の解消等に向けた取組の推進 〔全〕１，４０１億円 

（〔全〕９９１億円）

 

〔全〕１，０７１億円 

△ 

 

◆予算項目以外の状況  

・国家戦略特区に加えて、地方分権改革提案募集制度においても、基準緩和を提案。その結果、地方分権 

改革提案募集制度において、保育室等の面積基準の一部見直しの方針が示された。 

・保育士等の配置基準については、子どもの年齢の基準日を年度途中に変更することを検討するため、 

Ｈ３０年度中に調査を実施する方針が示された。 

（４） 保育所等整備補助の充実と 

制度改善について 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○保育所等の整備支援 〔全〕１，１４２億円 

（〔全〕６８９億円）

 

〔全〕８８９億円 

△ 

 ◆予算項目以外の状況  

・保育所等整備交付金の柔軟な制度運用や保育所のバリアフリー化を促進するエレベーターの整備に要す

る経費の「特殊附帯工事費加算」の対象等に関する要望内容は、実現していない。 

（５） 保育士等の確保について 

 ①保育士修学資金貸付等事業の対象

要件の緩和 

 ②保育士修学資金貸付等事業の事務

量の緩和 

 ③保育士等キャリアアップ研修の要

件緩和 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○保育人材確保のための総合的な対策 〔全〕１４１億円 

（〔全〕２０１億円）

 

〔全〕１１８億円 

△ ◆予算項目以外の状況  

・地方分権改革に提案した保育士就職準備金貸付対象者要件の緩和については、実現していない。 

・処遇改善加算のキャリアアップ研修修了要件については、受講状況等を踏まえ決定するとされている 

 ところ。 

（６） 放課後児童健全育成事業の 

充実について 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○放課後児童クラブ関係 〔全〕８００億円 

（〔全〕７２５億円）

・うち運営費等 〔全〕６５６億円 

（〔全〕５８８億円）

・うち整備費 〔全〕１４４億円 

   （〔全〕１３８億円）

 

〔全〕８００億円 

 

〔全〕６５６億円 

 

〔全〕１４４億円 

△ 

２．児童家庭福祉施策の充実 

（１） 児童虐待対策の充実について 

 ①情報共有のためのシステムの構築 

②市町村における相談体制等の 

充実 

③全国共通ダイヤルの無料化 

④警察から市町村への通告 

◆概算要求の状況 厚生労働省 ※虐待を受けた子ども等への支援 

○児童虐待防止対策の強化、 〔全〕※１，５２２億円の内数 

 社会的養護の推進 （〔全〕※１，４９３億円の内数）

 

〔全〕※１，５４８億円の内数 

△ ◆予算項目以外の状況 

・全国共通ダイヤルの通話料の無料化については、実現していない。 

・警察からの通告先について、児童相談所だけではなく市町村も加えることを要望しているが実現してい

ない。 

（２） 家庭と同様の環境における養育

の推進について 

①里親委託の推進 

②特別養子縁組にかかる育児休業

法の適用 

③児童養護施設の小規模化・家庭

的養護の推進 

◆概算要求の状況 厚生労働省※1 虐待を受けた子ども等への支援 ※2 社会的養育の充実 

○家庭養育等の推進  
・里親支援事業の充実            〔全〕※1１５９億円の内数

（〔全〕１５４億円の内数）
・里親制度・特別養子縁組制度の普及促進      〔全〕※2０．６億円

（〔全〕０．３億円）
○施設の専門性の強化等 
・児童養護施設の小規模化・地域分散化等の推進  

運営費             〔全〕※1１，２３０億円の内数 
（〔全〕１，２２７億円の内数）

整備費                〔全〕※1７５億円の内数 
（〔全〕６６億円の内数）

 

〔全〕※1 １６６億円の内数 

 

〔全〕※2 ０．６億円 

 
 
 

〔全〕※1 １，２６６億円の内数 

 
  〔全〕※1 ７１億円の内数 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・特別養子縁組にかかる育児休業法の適用については、実現していない。 

〔摘要欄〕○：ほぼ要望どおり措置等の見込み  △：一部措置等される見込み  

×：措置等されない見込み 

※金額上段：30 年度要求額 

（下段：29年度予算額） 
※〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、 

〔事〕事業費ベース 
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要望・提案事項 概算要求状況等 予 算 内 容 等 摘要 

（３） 社会的養護から自立する子ども

への支援について 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 ※虐待を受けた子ども等への支援 

○児童虐待防止対策の強化・ 〔全〕※１，４９８億円の内数 

社会的養護の推進 （〔全〕※１，４４８億円の内数）

・被虐待児童への自立支援の充実 

 

〔全〕※１，５４７億円の内数 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・自立退所者の個々の状況に即した伴走型支援制度の構築については、実現していない。 

（４） ひとり親家庭等自立支援対策 

の推進について 

 ①母子家庭の母への経済的支援 

 ②ひとり親家庭等就業支援施策の更

なる推進 

 ③寡婦（夫）控除の適用拡大 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○児童扶養手当 〔全〕１，７１１億円 

（〔全〕１，７８４億円）

○ひとり親家庭の就業・生活支援などの推進 〔全〕１２２億円 

                       （〔全〕１２４億円）

 

〔全〕１，７１１億円 

 

〔全〕１２２億円 

 
△ 

◆予算項目以外の状況 

・児童扶養手当について、全部支給所得制限限度額を収入ベースで１３０万円から１６０万円（扶養親族

等の数が１人の場合）に引き上げる。（一部支給及び扶養義務者等所得制限限度額は据え置き） 

・未婚のひとり親家庭の母又は父を対象とした、寡婦（夫）控除のみなし適用を実施することとなったが、

現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されていない。 

（５） 子どもの貧困対策の推進につい 

 て 

◆概算要求の状況 内閣府 

○地域子供の未来応援交付金 〔全〕７．６億円

 

〔全〕１．５億円 
△ 

Ⅱ 障がい者福祉に関する要望 

１．障がい者施策の円滑な推進 

（１） 障がい者福祉制度の充実に 

ついて 

 ①新たな障がい者福祉制度の創設 

 ②難病対策に合わせた障がい福祉 

サービスの対象者の拡大 

（２） 支給決定手続き等の透明化、 

明確化及び国庫負担基準について 

 ①支給決定に係る明確な判断基準 

の確立 

 ②国庫負担基準等の見直し 

◆概算要求の状況 厚生労働省  

○障がい福祉サービス関係費        〔全〕１兆３，６８９億円 

（〔全〕１兆２，６５６億円）

〔全〕１兆３，８１０億円 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・障害者総合支援法施行後 3 年を目途とした障がい福祉サービスの在り方等の見直しについて、Ｈ２７．

１２月に社会保障審議会障害者部会において報告書が取りまとめられ、報告書の内容のうち法改正が必

要な事項について、Ｈ３０.４.１に改正法が施行される予定。 

・新たな障がい者福祉制度については、制度改正議論の中で検討中であり、年度内に詳細が示される予定。

その他の項目については、現時点で示されていない。 

（３） 地域生活支援事業について ◆概算要求の状況 厚生労働省 

○地域生活支援事業等の拡充 〔全〕５０７億円 

（〔全〕４８８億円）

 

〔全〕４９３億円 

 

△ 
◆予算項目以外の状況 

・地域生活支援事業に係る国庫補助金の枠拡大と事業実績に見合った確実な財源措置、配分方法について

の情報提供、利用者負担軽減のための必要な財源措置、意思疎通・移動の支援、日常生活用具等の個人

向け給付事業の国庫負担化・個別給付化及び地方負担分の的確な交付税措置に関する要望内容について

は、実現していない。 

（４） 地域移行・地域生活の 

さらなる推進について 

◆概算要求の状況 厚生労働省 ※地域生活支援事業等  

○良質な障がい福祉サービスの確保 〔全〕１兆３，２４５億円 

（〔全〕１兆２，２３１億円）

○地域生活支援事業等の拡充（再掲） 〔全〕５０７億円 

（〔全〕４８８億円）

○精神障がい者の地域移行   〔全〕２．３億円及び※５０７億円の内数

・地域定着支援の推進   （〔全〕２．３億円及び※４８８億円の内数）

 

〔全〕１兆３，３１７億円 

 

〔全〕４９３億円 

 

〔全〕５，６億円 
うち地域生活支援事業等 

５．２億円ほか 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・相談支援専門員の確保に向けた適正な報酬評価及びグループホーム等事業の運営基準の見直しの検討等

に関する要望内容については、現在報酬改定議論の中で検討中。 

（５） 障がい者支援施設の運営体制 

・機能の強化等について 

 ①福祉サービス提供体制の基盤強化 

②障がい者支援施設における支援の

質的向上 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○障がい児・者への福祉サービス提供体制 〔全〕１０３億円 

の基盤整備 （〔全〕 ７１億円）

〔全〕７２億円 

△ ◆予算項目以外の状況 

・地域生活支援拠点等整備に伴う指針や整備基準等、障がい者支援施設の職員配置基準の改善、重度・重

複障がいのある利用者への支援を評価する加算措置等に関する要望内容については、現在報酬改定議論

の中で検討中。 

（６） 障がい児支援施策について ◆概算要求の状況 厚生労働省 

○地域における障がい児支援の推進 〔全〕２，２０１億円 

（〔全〕１，８４０億円）

〔全〕２，３２０億円 

△ ◆予算項目以外の状況 

・障がいの特性に応じた報酬体系の見直しに関する要望内容については、障がい児通所支援及び入所支援

において、サービスの質の向上を図るために見直すとともに医療的ケア児への支援のための加算制度の

創設が示されたが、具体的な内容は示されていない。 

要望・提案事項 概算要求状況等 予 算 内 容 等 摘要 
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要望・提案事項 概算要求状況等 予 算 内 容 等 摘要 

（７） 発達障がい児者支援策の充実に

ついて 

◆概算要求の状況 厚生労働省 ※地域生活支援事業等 

○発達障がい児・発達障がい者と           〔全〕２．３億円 

 その家族に対する支援 （新規） 

○発達障がいの診療を行う医師等の養成        〔全〕１．５億円 

     （新規）

○発達障がいに関する理解促進及び 〔全〕１．６億円 

 支援手法の開発                 （〔全〕１．６億円）

 

〔全〕１．３億円 

 

〔全〕１億円 

 

〔全〕１．４億円 

 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・広汎性発達障がい児に対する個別療育を行う場合の報酬体系等の改定については、示されていない。 

（８） 重症心身障がい児者の支援に 

ついて 

◆予算項目以外の状況 

・超重症児・者の医療機関での短期入所の受入促進につながる報酬評価等体制の拡充、緊急時の重症心身

障がい児者の受入体制の整備等に関する要望内容については、実現していない。 

△ 

（９） 高次脳機能障がい者の支援に 

ついて 

◆概算要求の状況 厚生労働省 ※地域生活支援事業等 

〇地域生活支援事業等の拡充 〔全〕※５０７億円の内数 

（〔全〕※４８８億円の内数）

 

〔全〕※４９３億円の内数 

△ 
◆予算項目以外の状況  

・高次脳機能障がいを診断できる医師の養成等の施策、機能訓練等を行う入所型自立訓練施設における看

護師、作業療法士等の配置が可能な報酬体系の創設に関する要望内容については、実現していない。 

（10） 障害者差別解消法の円滑な施行

並びに障がい者虐待防止対策への

支援について  

 ①障害者差別解消法の円滑な施行 

 ②障がい者虐待防止対策への支援 

◆概算要求の状況 内閣府・厚生労働省 ※地域生活支援事業等 

○共生社会の形成等（内閣府）  〔全〕１．３億円 

（〔全〕１．２億円）

○共生社会の実現に向けた取組の推進（厚生労働省） 

 「心のバリアフリー」を広める取組の推進 〔全〕※５０７億円の内数 

（〔全〕※４８８億円の内数）

○障がい児・障がい者虐待防止、権利擁護などに関する総合的な 

施策の推進（厚生労働省） 〔全〕０．１４億円及び※５０７億円の内数

（〔全〕０．１４億円及び※４８８億円の内数）

 

〔全〕１．２億円 

 

 

〔全〕※４９３億円の内数 

 

〔全〕0.14 億円及び※４９３億円 

の内数 

△ ◆予算項目以外の状況 

Ｈ２５． ６  障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律成立、 

障害者の雇用の促進等に関する法律改正 

Ｈ２６． １  障害者の権利に関する条約締結 

Ｈ２７． ２  障害を理由とする差別の解消に関する基本方針閣議決定 

Ｈ２７．１１～ 省庁ごとに国職員等「対応要領」及び事業分野別の「対応指針」順次策定 

Ｈ２８． ４～ 障害者差別解消法施行、改正障害者雇用促進法施行 

・障害者差別解消法における相談・紛争防止等の体制整備の実現、実効性確保のための仕組みの具体的な

あり方等は示されていない。 

・障がい者虐待防止対策への支援に関する要望内容については、実現していない。 

（11） 手話言語法（仮称）の制定 

について 

◆予算項目以外の状況 

・特段の動きは見受けられない。 
× 

２．障がい者の就労支援の強化 

（１） 障がい福祉計画の目標達成に 

向けた就労支援の抜本的強化に 

ついて 

 ①就労移行支援事業の抜本的強化 

 ②障害者就業・生活支援センターの

体制の充実等 

 ③就労継続支援 A 型事業の強化等 

◆概算要求の状況 厚生労働省 ※地域生活支援事業等 

〇障害者就業・生活支援              〔全〕８．２億円 

センター事業の推進 （〔全〕８．２億円）

○就労支援の充実強化 〔全〕※５０７億円の内数 

（〔全〕※４８８億円の内数）

 

〔全〕８．２億円 

 

〔全〕※４９３億円の内数 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・就労移行支援事業の人材育成、利用者が一般就労移行した場合の報酬変動の影響を緩和する措置につい

ては、実現していない。 

・社会的雇用など、多様な働き方に関する検討が進んでいない。 

（２） 福祉的就労の充実・強化に 

ついて 

◆概算要求の状況 厚生労働省 ※地域生活支援事業等 

〇工賃向上のための取組の推進                     〔全〕１億円 

（〔全〕１．１億円）

○農福連携による障がい者の就農促進                〔全〕３．１億円 

（〔全〕２億円）

 

〔全〕０．９億円 

 

〔全〕２．７億円 

 
△ 

◆予算項目以外の状況  

・「事業所主導による共同受注窓口の運営」に向けた取組の特別事業への位置づけ（財政措置）及び取組

の重点化、報酬加算の拡充等に関する要望内容については、実現していない。 

（３） 在宅就労に対するさらなる 

支援について 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○障がい者への就労支援の推進 〔全〕１７９億円の内数 

・就労支援事業所等で働く障がい者への支援 （〔全〕１５４億円の内数）

 

〔全〕１７５億円の内数 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・在宅就業障害者支援制度が積極的に活用される仕組みづくりについては、実現していない。 
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要望・提案事項 概算要求状況等 予 算 内 容 等 摘要 

（４） 障害者総合支援法の対象と 

なる難病患者等への就労支援 

について 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○障がい者等の活躍推進 〔全〕１７０億円の内数 

・地域就労支援力の強化等による障がい者 （〔全〕１４５億円の内数）

及び企業への職場定着支援の拡充 

・障がい者の多様な働き方と職域の拡大 

・精神障がい者、発達障がい者、難病患者 

に対する更なる支援の拡充等 

 

〔全〕１６６億円の内数 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・就労に困難を抱える難病患者等の障害者雇用率制度等の対象とする措置については、実現していない。 

Ⅲ 介護保険制度、高齢者福祉に 

関する要望 

１．介護保険制度の見直し 

（１） 持続可能な介護保険制度の 

確立 

（２） 保険料の徴収について 

（３） 介護保険制度における 

低所得者対策の充実 

①保険料の見直し 

②利用料の見直し 

（４） 財政調整制度の改善 

（５） 要介護認定等の事務のあり方 

（６） 介護サービス事業所等の努力 

を促す仕組みづくりについて 

（７） 介護保険事業費補助金（介護 

報酬改定等に伴うシステム改修 

事業）について 

（８）高齢者住まいにおけるサービス

利用の見える化について 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○介護保険制度による介護サービスの確保      〔全〕３兆３０億円  

（〔全〕2 兆９，０３６億円）

○保険者機能強化推進交付金の創設         〔全〕２００億円 

                             （新規） 

○介護報酬改定等に伴うシステム改修事業       〔全〕２９億円 

                   （〔全〕３９億円）

 

〔全〕２兆９，８２７億円 

 

〔全〕２００億円 

 

〔全〕３１億円 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・Ｈ３０．４～ 介護保険適用除外施設を退所して介護保険施設等に入所した場合に、適用除外施設の 

所在市町村の給付費が過度に重くならないよう、適用除外施設入所前の市町村を保険者

とする。 

・Ｈ３０．４～ 介護給付費財政調整交付金の年齢区分を現行の 2 区分（６５～７４歳、75 歳以上）か

ら 3 区分（６５～74 歳、７５～８４歳、８５歳以上）に変更する。 

        ただし、第 7 期区間においては現行の介護給付費財政調整交付金の交付割合からの激変

緩和措置を講じる。 

・Ｈ３０．８～ 世代間・世代内の公平性を確保しつつ、制度の持続可能性を高める観点から、 

2 割負担者のうち、特に所得の高い層の負担割合を 3 割とする。 

ただし、月額 44,400 円の負担上限を設定。 

・高齢化が進む中、持続可能な介護保険制度の確立に向けた見直しは不十分であることに加え、独居高齢

者の割合に応じた財政調整制度の改善や高齢者住まいにおけるサービス利用の見える化については、実

現していない。 

２．高齢者保健福祉施策の充実 

（１） 地域包括ケアシステムの構築に

ついて 

 ①医療との連携強化 

 ②生活支援・介護予防の充実 

 ③権利擁護の推進 

 ④地域包括支援センターの機能強化 

 ⑤認知症施策の推進 

 ⑥徘徊高齢者を含む行方不明者の検

索システムについて 

（２） 在宅高齢者福祉の推進に 

ついて 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○認知症高齢者等にやさしい地域づくりの 〔全〕９４億円 

ための施策の推進 （〔全〕８８億円）

○地域支援事業の推進 〔全〕１，５６９億円 

（〔全〕１，９５９億円）

○高齢者の自立支援、重度化防止、介護予防の横展開 〔全〕３．６億円 

（〔全〕０．５億円）

○生涯現役社会の実現に向けた環境整備 〔全〕２９億円 

（〔全〕２９億円）

 

〔全〕９７億円 

 

〔全〕１，９８８億円 

 

〔全〕０．６億円 

 

〔全〕２９億円 
△ 

◆予算項目以外の状況 

・Ｈ２７．１．２７ 厚労省が「認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向け 

て～（新オレンジプラン）」を発表 

・Ｈ２９．６．２８ 「新しい総合事業」のガイドラインの一部改訂 

・Ｈ２９．１０．２５ 厚労省が「在宅医療・介護連携推進事業の手引き」を改訂 

・地域包括ケアシステムの構築を実現するための十分な予算措置や在宅高齢者福祉の推進に関する税財源

の移譲は、行われていない。 

３．介護・福祉施設の整備推進 

（１） 療養病床の再編成 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○地域での介護・福祉施設等の基盤整備 

・地域医療介護総合確保基金 〔事〕６３４億円、うち国庫４２３億円

介護分野のうち施設分 （〔事〕６３４億円、うち国庫４２３億円）

  （療養病床の転換支援を含む） 

 

 

〔事〕６３４億円 

うち国庫４２３億円 
△ 

◆予算項目以外の状況 

・介護医療院の具体的な介護報酬、施設基準等については、社会保障審議会介護給付費分科会で検討され

ている。 



5 ／ 6 

 

要望・提案事項 概算要求状況等 予 算 内 容 等 摘要 

Ⅳ 医療保険制度に関する要望 

１．医療保険制度の抜本的改革と 

持続的かつ安定的な運営確保 

（１） 国民健康保険制度について 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○財政調整機能の強化（社会保障の充実）   〔全〕事項要求（新規） 

○保険者努力支援制度（社会保障の充実）   〔全〕事項要求（新規） 

○国保財政安定化基金の造成         〔全〕予算編成過程で検討

                        〔全〕１，９００億円 

   内訳：・基金への積み増し            １，１００億円 

   ・保険料激変緩和のための財源         ３００億円 

・Ｈ３０年度以降の経費に充てるための財源   ５００億円 

 

〔全〕８００億円 

〔全〕６６７億円 

〔全〕３００億円 

 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・H28 年 12 月、今後の社会保障改革の実施の方針を社会保障制度改革推進本部で決定。Ｈ３０年度以

降、国民健康保険の円滑な施行のため約 1,700 億円を確保するとともに、Ｈ３２年度末までに財政安

定化基金の積増しを行い、全国 2,000 億円規模を確保。 

・国民健康保険の構造的課題に対応するため、国において万全の財政措置が必要。 

（２） 後期高齢者医療制度について ◆概算要求の状況 厚生労働省 

○後期高齢者医療制度関係経費 〔全〕5 兆３，６３６億円 

（〔全〕5 兆２，３８４億円）

 

〔全〕5 兆２，７９０億円 

△ 
◆予算項目以外の状況 

・保険料軽減特例の一部については、見直され、激変緩和措置が講じられているが、均等割に係る保険料

軽減特例のあり方については、将来、見直しを実施する予定とされている。 

（３） 柔道整復施術療養費の適正化に

ついて 

①支給対象の明確化 

②支給要件の厳格化 

③柔道整復療養費審査委員会におけ

る審査基準の設定 

④支給額の見直し 

⑤指導権限等の法制化 

◆予算項目以外の状況 

・柔道整復療養費審査委員会の審査要領が一部改正され、審査基準に「同一施術所における同一患者の負

傷と治癒等を繰り返す施術、いわゆる「部位転がし」の傾向のあるものが加えられた。（H29.10 適用） 

・柔道整復師の施術に係る算定基準の実施上の留意事項が一部改正され、保険者や柔整審査会が施術所に

対して、領収書の発行履歴その他通院の履歴がわかる資料の提示を求めることができるようになった。

（H29.10 適用） 

△ 

２．福祉医療費公費負担制度の創設と

国庫負担金減額措置の廃止 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○子どもの減額調整措置の見直し  〔全〕所要額をH29年末までに精査 

 

〔全〕５６億円 

△ 

◆予算項目以外の状況 

＜国庫負担金の減額措置＞ 

・Ｈ２８年１２月、厚生労働省が減額調整措置についての方針を決定。Ｈ３０年度より、未就学児までを

対象とする医療費助成については減額調整措置を行わない。 

・未就学児だけでなく、地方単独事業の実施に伴う国民健康保険の国庫負担金減額措置の全面廃止については、

実現していない。 

Ⅴ セーフティネット、福祉基盤の整

備に関する要望 

１．生活保護制度の再構築と生活 

困窮者の自立支援 

（１） 生活保護制度の全額国庫負担 

（２） 生活保護制度の見直し 

（３） 医療扶助の見直し 

（４） 生活困窮者自立支援制度の推進 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○生活困窮者自立支援制度の着実な推進 〔全〕４４１億円 

及び生活保護制度の適正実施 （〔全〕４２９億円）

○生活保護費等 〔全〕2 兆９，４４６億円 

（〔全〕2 兆９，４３７億円）

 

〔全〕４３２億円 

 

〔全〕2 兆９，００９億円 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・大阪府が全国知事会代表として参画した会議（下記 1、2）において、大阪府の意見・提案が反映され、 

Ｈ２９年１２月５日に「生活保護制度の見直しについて（生活保護制度に関する国と地方の協議）」、 

Ｈ２９年１２月１５日に「社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会報告書」が取りまとめ

られた。 

＜大阪府の意見・提案の取りまとめへの主な反映事項＞ 

1「生活保護制度に関する国と地方の協議」 

⇒ケースワーク業務の重点化（効率的・効果的なケースワーク業務のあり方の検討） 

⇒専門職種の充実（健康管理支援の強化や医療扶助の適正化推進のための医師や保健師等） 

⇒無料低額宿泊事業の法令上の規制を強化 

⇒生活保護世帯の子どもの大学等への進学を支援 

 2「社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会」 

   ⇒従事者研修、事業実施体制の支援、市域を超えたネットワークづくり等の都道府県の広域支援に

ついて、都道府県事業として明確に位置づけ 

   ⇒人が人を支える制度であり、支援員の配置が最も重要であることから、適切な人員配置を促進す

るための新たな取組を進める 

・Ｈ３０年通常国会に生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の一体的な見直しに係る関連法案を提出

予定。 
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要望・提案事項 概算要求状況等 予 算 内 容 等 摘要 

２．判断能力が十分でない要援護者を

支える体制のさらなる強化 

◆概算要求の状況 厚生労働省 ※地域医療介護総合確保基金（国2/3 地方1/3） 

○介護従事者の確保に関する事業 〔全〕※９０億円

うち国庫６０億円

                 （〔全〕※９０億円、うち国庫６０億円）

 

〔全〕※９０億円 

うち国庫６０億円 

 △ 

◆予算項目以外の状況 

・「成年後見制度利用促進法」の趣旨を踏まえた市民後見人の養成等に係る取組を円滑に実施するための

基金財源の確保や支援組織の体制整備等の更なる支援強化等に関する要望内容は、実現していない。 

３．福祉・介護人材の確保、定着 

方策の抜本的強化 

（１）福祉・介護職員の処遇改善 

（２）福祉・介護の人材確保 

◆概算要求の状況 厚生労働省 ※地域医療介護総合確保基金（国 2/3 地方 1/3）

○介護従事者の確保に関する事業（再掲）       〔全〕※９０億円

うち国庫６０億円

                 （〔全〕※９０億円、うち国庫６０億円）

○生活困窮者自立支援法等に係る補助金 〔全〕 ２２４億円の内数 

（〔全〕１８３億円の内数）

 

〔全〕※９０億円 

うち国庫６０億円 

 

〔全〕２１４億円の内数 

 

△ 

◆予算項目以外の状況  

・福祉・介護職員の恒久的な処遇改善や介護以外の福祉の人材確保に関する必要な措置等は、図られてい

ない 

４．福祉サービスに係る地域区分の 

見直し 

◆予算項目以外の状況 

＜介護保険分野＞ 

・「各自治体の意見を聴取し、公平・客観的な方法や広域的な観点から課題や論点等を整理していくべき」

との介護保険給付費分科会の議論を踏まえ、Ｈ２９年４月及び 8 月に市町村調査を実施。 

＜障がい者サービス＞ 

・Ｈ２７年４月の国家公務員等の地域手当の設定地域等の見直しを受けた社会福祉施設等の措置費対象施

設の地域区分見直しを踏まえ、上乗せ割合等が見直された（区分は 8 区分）。上乗せ割合等の変動地域

について、Ｈ２９年度まで段階的に引き上げ、Ｈ３０年度から完全施行。 

△ 

５．ホームレスの自立支援 ◆概算要求の状況 厚生労働省 

○生活困窮者自立支援法等に係る負担金 〔全〕２１８億円の内数 

（〔全〕２１８億円の内数）

○生活困窮者自立支援法等に係る補助金 〔全〕２２４億円の内数 

（〔全〕１８３億円の内数）

※Ｈ２７年度以降、ホームレスの自立支援に関する事業は、 

生活困窮者自立支援法の枠組みを活用して実施。 

※Ｈ３０年度においても経過措置を残すことについて検討。 

 

〔全〕２１８億円の内数 

 

〔全〕２１４億円の内数 

○ 

６．在日外国人無年金者の救済 ◆予算項目以外の状況 

・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されていない。 
× 

７．矯正施設退所者等の地域生活 

定着促進 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○生活困窮者自立支援法等に係る補助金 〔全〕２２４億円の内数 

（〔全〕１８３億円の内数）

 

〔全〕１８３億円の内数 

△ 
◆予算項目以外の状況 

・事業費の全額国庫負担や地域の実態に即した事業制度の整備に関する要望内容は、実現していない。 

 

８．地域医療介護総合確保基金 ◆概算要求の状況 厚生労働省 

○地域医療介護総合確保基金 〔全〕７２４億円  

 （〔全〕７２４億円）

 

〔全〕７２４億円 

※うち都道府県負担 241 億円 

負担割合 国 2/3 都道府県 1/3 △ 

◆予算項目以外の状況 

・地域の自主性尊重、実情に応じた柔軟な活用、年度当初から事業実施できるスキームやスケジュールな

どは、実現していない。 


